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 日本の市民セクターは今、第 2 のステージを迎えた。本稿では、今後の日本の市民セクターの形成
に大きな影響を及ぼすと考えられる2011年前半に生起した二つの出来事、すなわち 3 月11に発生した
東日本大震災後のNPO等の救援・生活再建活動、それに 6 月に成立した2011年度NPO寄付税制および





                                                                
1
 本稿は、2011年 6 月から 9 月にかけて執筆した山岡2011a, c, d の 3 編の論考を統合し、その後の状況を踏ま
えて再考、2012年 1 月 7 日までの情報をもとに加筆・再構成したものである。 
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 第 2 ステージは、直接的にはこの 3 月11日発生の東日本大震災と 6 月30日施行の認定NPO法人制度
の改正、そして2012年 4 月 1 日施行予定のNPO法の抜本改正に始まるといってよいが、その前史とし
ては、2008年12月 1 日スタートの公益法人制度改革があり、今回の制度改正の背景にもなった2010
年 6 月 4 日の「新しい公共」宣言がある。この宣言を実現するための政策として2011年度から始まっ
た「新しい公共」支援事業の開始も、第 2 ステージの始まりを後押しするものとして大きな意味をも
つだろう。 














 2012年 1 月11日で、東日本大震災から10か月目を迎える。被災者はすでに災害発生後半年を経た 9 
月までには殆どが避難所から仮設住宅へと住み替え、被災地は救援期から生活再建期に移ってきた。
被災状況もほぼ定常化し、2012年 1 月 5 日現在の警察庁のまとめによると表 1 のようになる。死者は 1 







人的被害（人） 建物被害（戸） 道路損壊 
（箇所） 死者 行方不明 負傷者 全壊 半壊 その他 
岩手県 4,667 1,368 188 20,184 4,552 13,635 30 
宮城県 9,506 1,861 4,013 82,754 129,220 258,499 390 
福島県 1,605 217 181 19,778 61,805 144,614 187 
その他 66 4 1,509 4,479 36,454 314,136 3,282 
全国 15,844 3,450 5,891 127,195 232,031 730,884 3,889 
























































 ここでは災害発生後半年間の 9 月末までを救援期と考え、主にその時期を中心とした民間支援の特
徴をみておく。 








移は表 2 の通りである。11月末までの約 9 か月の総数は87万 9 千人になる。ボランティアセンターを
通さないボランティアも多いから、実数はこれより遥かに多いと考えてよいが、月別推移をみると、 
3 月の立ち上がりは遅れ、連休を挟んだ 4 、5 月に急増し、6 、7 月と低減、学生たちにとって夏休み
の 8 月は急減し、 9 月以降さらに減り続けている。11月は、ピークの 5 月に較べて 1 ／ 5 になっている。
今後さらに減少していくと思われるが、このことをどう評価すべきか、今後の議論が必要である。
なお県別では被災規模に応じて宮城県が一番多く、岩手県がそれに次ぎ、福島県は比較的少ない。
しかし県別の推移についてみれば、 7 月までは宮城県が一番多いが 8 月からは岩手県が宮城県を抜き、





現代福祉研究 第12号（2012. 3） 
 
- 22 -
表２  災害ボランティアセンターで受け付けたボランティア活動者数の推移（仮集計） 
月別 3 県合計 (人) 岩手県 宮城県 福島県 
3月 58,800 12,100 26,600 20,100 
4月 157,500 34,700 92,600 30,100 
5月 171,700 46,000 91,500 34,300 
6月 128,700 42,200 64,700 21,800 
7月 125,200 46,400 62,700 16,100 
8月 97,300 48,200 40,200 8,800 
9月 59,400 36,400 19,700 3,300 
10月 46,200 25,500 16,900 3,800 
11月 34,200 19.900 12,400 1,900 
11月までの約 9 か月の計 (人) 879,000 311,400 427,300 140,200 
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る。仮設住宅とみなし仮設を加えると約11万 8 千戸になる。表 1 によると被災戸数は全壊で約12万 7 
千戸となるが、これには福島県の原発避難者の住宅は含まないから、原発被災をふくめると、被災






表３ 応急仮設住宅建設等の建設状況 (2011年12月19日10時現在) 
県別 
応急仮設住宅（戸） 民間賃貸住宅を活用し
た応急仮設住宅（戸） 必要戸数 着工確定戸数 完成戸数
岩手県 13,984 13,984 13,984 ― 
宮城県 22,095 22,095 22,042 ― 
福島県 16,619 16,226 15,779 ― 
その他 315 315 315 ― 
全 国 53,013 52,620 52,120 65,023 
    国土交通省Webサイト（2012年 1 月 5 日現在）「住宅局の対応状況について」より作成。民間賃貸住宅を 










 ① 人：無償のボランティアから有償スタッフの雇用へ 
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で生れた、宮城・岩手・福島 3 県の「被災地障がい者センター」が、その例である。 
 被災した障害者や家族は、避難所に行っても健常者よりも食生活・情報・排せつなど多くの面で
































 第 1 期は災害発生後から仮設住宅建設が始まるまでの、緊急な支援活動を行った時期。 
 第 2 期は仮設住宅建設が始まり、ほとんどの人が入居を終えた時期。 
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 第 3 期は仮設住宅の入居が完了し、震災後 1 年目を迎えるまでの時期。 













































 2011年 6 月15日、改正NPO法が成立したxxvii。施行は2012年 4 月 1 日から。これでNPO法人と認定
NPO法人の仕組みが大きく変わる。 


















































〇 － 〇 〇 〇 
非営利一般法
人 
準則主義(届出) 〇 － － － － 
その他の一般
法人 
準則主義(届出) － － － － － 
特定非営利活動法人
（NPO 法人） 
所轄庁の認証 〇 － － － － 
認定特定非営利活動
法人（NPO 法人） 
国税庁の認定 〇 － 〇 － 〇 
社会福祉法人、学校
法人、更生保護法人 
所轄庁の認可 〇 〇 〇 〇 〇 
消費生活協同組合 所轄庁の認可 － 〇 － － － 
普通法人（企業等） 準則主義(届出） － － － － － 
任意団体 (法人格な
し） 
手続き不要 〇 － － － － 
（各種税制資料等により筆者作成） 
 
































































2011年10月 1 日で施行10周年を迎えた。その後、認定要件の緩和や税優遇の内容など 7 回の改正を
重ねてきておりxxxv、今回は 8 回目の改正になる。 
 今回の改正点の一つは、根幹となる認定基準（パブリックサポートテスト、略してPST）に、絶対
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 第 2 ステージにおける市民セクター発展の課題としては、次の5点が重要であろう。 





























































v 田中2011aは、NPO法改正前に執筆されたものであるが、第 1 ステージの到達点を批判的に総
括し、今後の課題を提示している。山岡2011bも震災前の執筆であるが、第 1 ステージの現状
把握からみた今後の非営利組織の法人制度や税制のありかたについて言及している。なお、こ
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「いわてGINGA-NETプロジェクト」http://www.iwateginga.net/では、7 月から 9 月にかけて全国
各地の146大学の1,086人の学生を岩手県の被災地に送りこんだ。また災害ボランティア活動支









x 赤 い 羽 根 「 災 害 ボ ラ ン テ ィ ア ・ NPO 活 動 サ ポ ー ト 募 金 」（ 通 称 ボ ラ サ ポ ）
http://www.akaihane.or.jp/er/p5.htmlは、広く募金を呼びかけ、公募によって 5, 7, 9, 11月にそれ
ぞれ、102件 2 億142万円、222件 3 億2,946万円、288件 3 億5,132万円、331件 3 億4,084万円、
累計で943件12億2,304万円の助成を行っている。 
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もとに、また個別にサイトまたはブログをもつ団体については各サイト／ブログで2012年 1 月 7 
日の状況を確認して記述した。 
xv にじいろクレヨン  http://nijiiro-kureyon.jp/ 
xvi 海の手・山の手ネットワーク http://uminote-yamanote.net/ 
xvii 宮城登米えがおねっと http://tome-egaonet.jp/index.html 
xviii 市民放射能測定所 http://www.crms-jpn.com/ 
xix ゆめ風基金 http://yumekaze.in.coocan.jp/およびhttp://yumekaze21.blog39.fc2.com/  阪神・淡
路大震災時に設立された募金型の基金で、その後の災害時も障害者の支援に資金面のみならず
事業面からも取り組んでいる。 
xx 被災地障がい者支援センターみやぎ http://blog.canpan.info/tasuketto/ 
xxi JDF被災地障がい者支援センターふくしま http://www.arsvi.com/o/s-fukushima.htm 名称の
頭にある JDFは日本障害者フォーラム（ Japan Disability Forum）の略。同フォーラムの福島
県支部が母体となって設立されたことを示している。 
xxii 被災地障がい者支援センターいわて http://20110311iwate.blog27.fc2.com/  
xxiii 被災地障がい者支援センターみやぎ http://blog.canpan.info/tasuketto/archive/582（2011年 7 
月 6 日投稿（『積み木』59号掲載原稿）） 




















xxxii 指定寄附として確認された認定NPO法人は2012年 1 月 9 日現在17件（国税庁）。 
http://www.nta.go.jp/sonota/sonota/osirase/data/h23/jishin/gienkin/npo/npo_kifukin.htm 









xxxvii 『日本評価研究』Vol.11，No.1，May 2011（日本評価学会刊 2011.5）は「市民社会における
NPOと評価の役割」を特集、これまでのいくつかの組織評価の試みについて紹介し、論じて
いる。筆者も、田尻佳史・上土井章仁と共同で「各地の支援センターのリーダーたちで策定
した「信頼されるNPOの 7 つの条件」」（p.21～30）を寄稿。 
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